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弁護士資格を前提に就任した取締役の対第三者責任と過失相殺

事実の概要

　Ａ社は、不動産の賃貸等に関する業務等を目
的とする株式会社（取締役会非設置会社）であり、
定款に株式の譲渡制限に関する定めがある。Ｘは
Ａ社の代表取締役であり、同社の株式の過半数を
有している。Ｙは、弁護士で税理士でもあり、Ａ
社の取締役を務め、当初は経理業務と地代の集金
の代行業務を行っていた。Ｂ社は、東京都等にお
いて男性用脱毛エステティックサロンを複数店営
んでいた株式会社であり、Ｃが代表取締役を務め
るとともに、発行済株式の全てを有していた。
　平成 29 年冬頃、ＹはM&A アドバイザーであ
るＤよりＢ社の買収（以下「本件買収」という。）
案件を知らされ、Ｘからの依頼を受け、Ａ社にお
いて本件買収に係る業務をも担当することになっ
た。その後、Ｙ、Ｃ及びＤとの間で本件買収に向
けた交渉が進められ、そこでは、本件買収に伴い、
Ｂ社が負っている借入金債務等に関する連帯保
証についてＣからＸに切替えを行う（以下「本件
切替え等」という。）ことについても協議されてい
た。Ｙは、Ｄから、平成 30 年 2 月にはＢ社の直
近 3年分の会計資料、平成 30 年 6 月には直近 1
年分の月次推移損益計算書を入手し、毎期、営業
損失及び当期純損失を計上し、最直近会計年度に
は 4023 万円余の債務超過に陥っており、平成 29
年 11 月に生命保険の解約返戻金として 5692 万
円余が雑収入として存在している（ただし、会計
資料上は記載せず）との情報を得た。しかし、同

解約返戻金はＣからの借入金の返済に充てられる
などしていた。これら会計資料はＹからのメール
によりＸにも共有されていた。
　平成30年6月26日開催のＡ社役員会において、
Ｙは、Ｂ社には財務的な不安はない旨、M&A を
専門とする弁護士である自分がしっかりとＢ社の
財務内容についてデュー・ディリジェンス（以下
「DD」という。）を行ったから大丈夫である旨を述
べた。この時点までに、Ｙから、Ｘに対して、本
件切替え等が必要になることは説明されていた。
　平成 30 年 7 月 17 日、ＣがＡ社に対してＢ社
の発行済株式全てを譲渡（以下「本件譲渡」とい
う。）し、Ａ社がＣに対して本件譲渡の対価とし
て 1000 万円を支払う旨合意した（以下「本件譲
渡契約」という。）。それに伴い、ＣがＢ社の取締
役及び代表取締役を辞任し、ＸがＢ社の取締役及
び代表取締役に就任した。
　Ａ社はＣに対し、平成 30 年 8 月 1 日及び同月
14 日の 2回に分けて、本件譲渡の対価を、Ｘか
らの借入れで賄って支払った。
　Ｂ社はＥ銀行及び各信用保証協会（以下「Ｅ銀
行等」という。）との間で、第 1借入れないし第 4
借入れに係る各消費貸借契約及び信用保証委託契
約（第 4借入れについてのみ信用保証協会による保
証なし）を締結し、借入金債務（総額 1億 900 万円）
及び求償債務（以下「本件借入金債務等」）を負担
しており、本件借入金債務等については、Ｃが連
帯保証人となっていた。本件譲渡契約では、同契
約の締結後、速やかに、Ｘが本件借入金債務等に
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ついて連帯保証人の変更等の手続を行う旨の規定
が設けられていた。これを受けて、Ｘは、本件譲
渡契約締結後の平成 30 年 8 月 15 日、Ｅ銀行等
に対し、Ｂ社の本件借入金債務等について連帯保
証する旨を書面で約した。これに伴い、Ｃは、本
件借入金債務等のうち、第 1借入れから第 3借
入れに係る借入金債務等について、Ｘと共同連帯
保証する形となった。
　Ｙは、Ｘに対し、直ちにＢ社に運転資金を入れ
なければ同社が倒産する旨を告げて、平成 30 年
8 月 27 日から 11 月 15 日にかけ 3 回に分けて、
Ａ社からＢ社に対し合計 800 万円の貸付けをさ
せた。これら貸付金はＸからの借入金によって賄
われた。
　Ｂ社は、平成 31 年 3 月 25 日に名古屋地方裁
判所に破産手続開始を申し立て、令和元年 7月
18 日に破産手続開始の決定を受け、当該破産手
続は、令和 2年 12 月 22 日に異時廃止により終
結した。令和元年 7月 26 日、Ｘは、その所有に
係る土地を第三者に 1億 7300 万円で売却し、そ
の売却益を原資として、Ｅ銀行等に対し、本件借
入金債務等の代位弁済として 4008 万 4084 円を
支払った。また、Ｘは令和 2年 5月 15 日、同売
却により生じた土地譲渡所得税 2358 万 9750 円
を納付した。
　ＸはＹに対し、会社法 429 条 1 項等に基づき、
Ｘに生じた損害額合計 6367 万 3834 円の支払を
求めた。

判決の要旨

　請求認容（控訴）。
　１　善管注意義務違反について
　「Ｙは、Ａ社において本件買収……を担当する
取締役として、Ｂ社の財務状態や経営成績等に鑑
みて、本件買収によってＡ社に回復が困難となる
ほどの損失を発生させるとともに、近い将来にＢ
社の借入金債務等に係る保証人の責任を発生さ
せ、Ｂ社に対する求償も不能となるような危険性
があって、かつその危険性を認識することが可能
であった場合には、Ａ社が本件買収を行うことを
避止するとともに、Ｂ社の借入金債務等に係る連
帯保証人を旧代表者であるＣから新代表者である
Ｘに切り替えさせることも避止するよう行動すべ

き善管注意義務を負っていたと認めるのが相当で
ある。殊に、Ｙは、弁護士の資格を有しており、
これを前提に……取締役に就任したのであるから
……Ｙの取締役としての上記善管注意義務につい
ては高度のものが求められていたというべきであ
る。」「Ｙは……善管注意義務の一環として……Ｂ
社の買収に際しては、Ｂ社の財務諸表に挙げられ
ている各費目についても、その実体があるか否か
などの点について相応の調査をした上で、Ａ社の
役員会の場においてＢ社の買収及びこれに伴う本
件切替え等の実施の是非に関して適切な経営判断
ができるように、必要な情報提供や助言をする義
務を負っていたものというべきである。」「しかる
に……Ｙは、本件買収に際し、上述のような調査
をしていなかった……生命保険積立金……の計上
額は実体の伴わない資産であったことを看過した
……。」「Ｙは、Ａ社の取締役として負っていた
……調査及び情報提供等を行う義務、ひいては
……善管注意義務に違反したものというべきであ
り、Ｙが弁護士として高度の注意義務を課されて
いたこと……にも照らすと、その注意義務違反の
程度は著しいということができる……Ｙは、Ａ社
の取締役として職務を行うについて重大な過失が
あった……。」

　２　過失相殺について
　「Ｘは、本件買収を決断するに先立って、会計
資料を共有され……Ｂ社の財務状況について一定
の認識を形成することができる状況にあったにも
かかわらず、Ｙの説明をいわば盲目的に信頼し
……た……Ａ社の代表取締役として一定の落ち度
があったこと自体は否定し難い……他方で……①
……ＹがＸにした説明は……不相応に楽観的であ
るとの印象が否めない……事実に反する内容で
あったりするなど、誤った経営判断に至るような
情報の提供や助言に終始していたこと、②……Ｙ
は、財務諸表に挙げられている各費目について調
査をしていなかった上、役員会の場等でも……不
自然な雑収入の存在に特段言及しなかったこと
……③Ｙは……貸借対照表に計上された生命保険
積立金の金額が実体を伴わないものであったこと
を知っていたにもかかわらず、Ｘにこれを報告し
ていなかったものと強く疑われること、④Ｙが弁
護士として高度の注意義務を課されており、そう
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であるからこそＸの信頼を得たといえることなど
の事情……に照らすと、Ｙの任務懈怠の程度は著
しいと評価すべきであるから、本件で過失相殺を
するのは相当ではない。」

判例の解説

　一　はじめに
　本件は、Ｂ社の買収に関し弁護士である取締
役Ｙが行った DDに重大な過失があったことにつ
き、買収に伴いＢ社の債務につき連帯保証をし代
位弁済を行ったＸが、Ｙに対して会社法 429 条 1
項（取締役の対第三者責任）に基づき損害賠償請求
を行ったという、同一会社内の取締役が原告・被
告と分かれて同責任の追及がなされた珍しい事案
である（以下本件の判示内容を「本件判示」という。）。
同一事案について、Ａ社がＹに対し会社法 423
条 1 項（取締役の対会社責任）に基づき損害賠償
請求を行い、原審１）では請求が認容され、Ｙに
よる控訴に対し控訴審（以下「前件判示」という。）２）

では控訴が棄却された前件訴訟が存在しており、
両事件とも、①弁護士である取締役の善管注意義
務については高度のものが要求されるとする点、
②過失相殺を一切認めなかった点が、重要である。

　二　取締役の善管注意義務
　弁護士や公認会計士などの専門家が取締役に就
任をしている場合、その取締役の善管注意義務は
高度化される３）のかが予てより議論されている
が、現在では、専門家であることから直ちに高度
の注意義務が導かれるのではなく、取締役任用契
約等においてその専門家性が前提とされていると
きには、注意義務が高度化されるとの見解が一般
的である４）。取締役の善管注意義務の内容は会社
と取締役間における委任契約の解釈により導き出
されるのであり、そこに特約条項等が無ければ通
常の善管注意義務となり、特約条項等があれば、
それに伴い善管注意義務の内容が高度化すると解
せるからである。
　本件判示を見ると、Ｙは本件買収担当の取締役
として、Ｂ社の財務状態如何によっては、本件買
収や本件切替えを阻止すべく善管注意義務を負う
としており、「殊に」Ｙが弁護士資格を有してい
ることがＹの善管注意義務を高度化させる理由と

して付記されている。そして、Ｙの善管注意義務
の一環としてＢ社財務諸表上の各費目を調査し、
Ａ社役員会において、Ｂ社の買収に関して必要な
情報提供等を行う義務を負い、その義務に違反し
ていたとしており、Ｙの弁護士資格を理由とする
高度の注意義務に照らすと、その注意義務の程度
は著しいとしている。このようなロジックは前件
判示５）と同様である。これについて、本件買収
を任された取締役として、Ｂ社の財務状態如何を
調査していないことでも不十分な DDに該当する
ため、十分に注意義務違反となるのであるから、
弁護士資格を理由とする高度の注意義務について
言及する必要はなかったのではないかとの批判が
前件判示に寄せられている６）。
　2点検討する。第 1には、前件にも本件にも共
通することとして、Ａ社役員会への情報提供等を
行う義務の違反を認定する前提として、Ｙが、自
分はM&Aを専門とする弁護士であるから、しっ
かりと DDを行っている旨を強調しているとの事
実が認定されている点である７）。この判示部分を
字面通りに読めば、やはり弁護士としての高度化
した注意義務を前提に判示している８）。第2には、
本件判示は、Ｙの注意義務の程度が著しいことの
直接的な理由付けとして注意義務の高度化に言及
し、対第三者責任の重過失認定９）に繋げている。
とすると、前件は軽過失をその要件とする対会社
責任を問題としているため、そこでは注意義務の
高度化には言及する必要はない（もちろん、前件
判示には著しい注意義務違反の認定はない）10）が、
本件はＹの重過失を認定する必要があるため、そ
の言及の必要があったと説明できる。

　三　過失相殺
　被害者と加害者との間の公平を図るため、被害
者の過失を考慮して、加害者の賠償額を減額する
過失相殺制度は、取締役の責任についても（類推）
適用されるかが議論されている。取締役の連帯
責任の観点から、他の取締役の過失 11）をもって
過失相殺の根拠とすることに否定的な見解 12）も
存在していた対会社責任とは異なり 13）、対第三
者責任については、第三者と取締役とにおいて、
具体的事案において公平な責任分配を行うべき
との要請より、過失相殺がなされている事案が
多い 14）。また、取締役の対第三者責任の法的性
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質で特別法定責任説 15）に立脚すると、それは不
法行為責任ではないため、民法の不法行為法上の
過失相殺規定が適用されないともかつては解せた
が、現在は、被害者と加害者との公平を図るとい
うその趣旨は取締役の対第三者責任にも妥当する
ことにより、過失相殺規定が適用されると解さ
れている 16）。
　本件判示は、Ｘの落ち度とＹの任務懈怠とを対
比させることにより、Ｙの任務懈怠の程度は著し
いと評価し、過失相殺を否定した。不法行為法の
過失相殺における被害者側の過失も、被害者とし
ての結果回避のための合理的な行為態様と実際の
行動とのずれでもって判断され 17）、これと加害
者側の過失とが対比されて過失相殺の可否が判断
されるため、それが取締役同士の争いになる 18）

と、それぞれの任務懈怠の対比となる。
　これまでの対第三者責任の過失相殺事例におい
て、第三者の過失として認められた事情として
は、相手方の信用調査を怠ること、積極的に取引
を行ったこと、債権保全措置を怠ったことなどが
挙げられている 19）。これに対し、取締役側の事
情として、取締役に第三者が損害を被ることにつ
いての認識がある場合や、詐欺的取引が行われた
場合などには、過失相殺がされにくいとの指摘も
ある 20）。本件では、ＸもＢ社の財務状況を事前
に知らされていたとの事情が落ち度 21）として認
定できるものの、それにも比してＹの任務懈怠の
程度が著しいとされた事実として、①～④が認定
されている。④は、Ｙが専門家であるがゆえの注
意義務の高度化についての言及であるが、それだ
けではなく、①～③はＢ社に関する財務情報を中
心とした不十分な情報提供ないしは情報不提供に
ついての認定であり、これらはＹの専門家性を前
提として相当に悪質なものであると認定したと解
される。よって、これらの事情を総合したＹの重
過失がＸの不注意を惹起し、過失相殺を否定し
た 22）といえよう。
　ゆえに、判旨全体を通じ、少なくとも本件判示
においては、専門家であることを理由とする注意
義務の高度化の判示は、やはり必要であったとい
えよう。
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14）近藤・前掲注 12）234 頁（初出は 1990 年）。
15）最大判昭 44・11・26 民集 23 巻 11 号 2150 頁。
16）最判昭 59・10・4判時 1143 号 143 頁。
17）窪田充見『不法行為法〔第 2版〕』（有斐閣、2018 年）
429 頁。なお、加害者側の過失については、注９）を参照。

18）舩津浩司「本件判批」ジュリ 1602 号（2024 年）3頁参照。
19）稲田・前掲注 11）89 頁。
20）野上誠一『判例法理から読み解く裁判実務　取締役の
責任』（第一法規、2022 年）262 頁。

21）松嶋隆弘「本件判批」JCA71 巻 11 号（2024 年）53 頁
注 8は、Ｘにも相当な落ち度があるという。

22）加害者の故意が被害者の不注意を惹起すると、過失相
殺が否定される（窪田・前掲注 17）430 頁）ので、本件
のようにＹに重過失があるときも同様に考えられる。


